





European Arrest Warrant proceedings and extradition:
the difference in procedure focusing on the role of the executive, 
the judicial and the EU’s institutions
URAKAWA, Hiroko
This article analyzes the difference in procedure between extradition and European 
Arrest Warrant (EAW) proceedings. In extradition, the executive has been originally 
responsible for the whole process. The judicial hearing was introduced subsequently in 19th 
century, but the effect of the decision depends on national law. In EAW proceedings based 
on the Framework Decision in 2002, the judicial authority is a main actor in the national 
level and the existing EU’s bodies or system as well as some of EU’s institutions have 
relation with the process in the EU level. The former covers European Judicial Network, 
Eurojust and Schengen Information System, while the latter the Counci l , 
the Commission and the Court of Justice of the EU. Generally speaking, the competence of 
the EU’s institutions including the bodies over the criminal field has been enhanced now, 
comparing to in 2002. Therefore they are getting to play a more significant role in the EAW 
proceedings.















































欧州逮捕状手続は、2001 年 9 月 19 日に欧州委員会が提出した提案書９）に基づき、2002 年 6
月 13 日に理事会が採択した「欧州逮捕状枠組決定」を根拠とするものである 10）。
「枠組決定」とは、かつて EU警察・刑事司法協力の分野のみに用いられていた EU法の一
形式で、「加盟国の法と規則（law and regulations）を接近（approximation）させるために
採択される」ものであり、「達成されるべき結果について（as to the result to be achieved）加
盟国を拘束するが、方法及び手段（form and methods）については加盟国当局（national 












司法当局（issuing judicial authority）（以下、「発付司法当局」）（欧州逮捕状枠組決定第 6条
1項）、「当該加盟国の国内法に照らして、欧州逮捕状を執行する権限のある執行国の司法当局」










欧州逮捕状枠組決定は、2004 年 1 月 1 日を欧州逮捕状手続の施行日と定めた。したがって、
2003 年末までに、各加盟国は国内法を整備しなければならなかったが、当時の加盟国 15 ヵ国
中 7ヵ国が間に合わず、施行が遅れる加盟国が相次いだ 13）。2004 年、2007 年、2013 年に合計
13 ヵ国が EUに新規加盟したが、全ての国で国内実施法が整えられ、現在、EU全 28 ヵ国で
運用されている。
3．実施状況の評価
欧州逮捕状枠組決定は、欧州委員会による各国実施状況の報告を定めており（第 34 条 2 項）、
本規定に基づく報告書（以下、「第 1報告書」14） が 2005 年に提出された。欧州逮捕状枠組決
定上、実施報告書の提出は、この 1回限りで、定期的な報告を求めるものではなかったが、そ
の後、理事会は第 1報告書のアップデートを求め、これに応じて、新たな報告書（以下、「第
2報告書」15） が 2007 年に欧州委員会より提出された。さらに、組織犯罪に対する相互評価制













ている。たとえば、1957 年の欧州犯罪人引渡条約 17）第 12 条 1 項や、1981 年の米州犯罪人引渡
条約 18）第 10 条は、外交経路を第一の手段としながら、当事国間の同意により、政府機関等の
直接の連絡も可能とする選択肢を付している。さらに、1962 年のベネルクス条約 19）第 11 条は、
法務大臣（Minister of Justice）間の直接請求のみを規定しており、必ずしも外交経路を通じ



















欧州逮捕状を直接送付することができる（欧州逮捕状枠組決定第 9条 1 項）。また、発付司法
当局は、シェンゲン情報システム（Schengen Information System; SIS）に、当該人物に対す
る警告（alert）を発することを決定できる（同第 9条 2項）。
発付司法当局が、送付先となる権限ある執行司法当局を特定できない場合、その確認に際し、
「欧州司法ネットワーク（European Judicial Network; EJN）」の連絡拠点（contact points）
を利用することが可能であり（同第 10 条 1 項）、発付司法当局が希望する場合には、確実な
EJN電気通信システムにより送付することができる（同第 10 条 2 項）。また、SISを利用で
きない場合には、発付司法当局は、インターポール（Interpol）に欧州逮捕状送付を要請でき
る（同第 10 条 3 項）。
欧州逮捕状の送付及び受領に際して、必要な場合には、中央当局の関与が認められる（同第
44 浦川　紘子：欧州逮捕状制度と犯罪人引渡制度の手続的相違





































EJN事務局が 2014 年に発表した「運営報告書－2011 年及び 2012 年－」29）によれば、現在、


















その後、SISは、第二世代のシェンゲン情報システム（second generation Schengen 
Information System; SISⅡ）35）へと移行することが 2008 年 36）に決定した 37）。高度な情報技術
を備える SISⅡは、技術的な整備に加え、各国の法整備も要し、予定の移行日は延期せざるを
えなかった。そこで、SISは、一旦、可能な範囲で新たな制度（SIS 1＋）へ移行し、2013 年






























ス条約第 19 条は、 “summary procedure”として、本人の同意に基づき、正式な引渡しとは異
なる手続きを規定した。その後、1981 年の米州犯罪人引渡条約第 21 条において、同様の手続
きが “simplified extradition”として規定された。この名称が、たとえば、1990 年の国連犯罪
人引渡モデル条約 45）第 6 条、1995 年の EU略式犯罪人引渡条約 46）、2003 年の EU・US犯罪

















特定性原則が適用されないことへの表明が行われ（同第 13 条 1 項）、同意の成立に際しては、
法律家の支援を受ける権利を有する（同第 13 条 2 項）。こうした同意の表明は、各国国内法に
より、正式に記録される（同第 13 条 3 項）。引渡しへの同意がある場合、同意から 10 日以内に、




















うになったのは、「法の支配（rule of law）」と「基本的人権の保護（protection of 




































の欧州逮捕状を執行するかを決定する（同第 16 条 1 項）が、その際には、ユーロジャストに
助言を求めることができる（同第 16 条 2 項）。
また、欧州逮捕状手続が、定められた期限を遵守できなかった場合には、その旨を理由とと





欧州理事会（1999 年）において、その設置への合意がなされ（議長総括 72）第 46 項）、2002 年
2 月の理事会決定 73）に基づいて創設された。その後、同理事会決定は、2004 年に一部改正、
2008 年に全面改正が行われた 74）。2008 年改正により、管轄犯罪が拡大したが、これは欧州逮































①司法・内務理事会（Justice and Home Affairs Council）
理事会における具体的検討は、各形態（configulations）により行われ、刑事司法協力は、
司法・内務理事会が管轄する。欧州逮捕状枠組決定上、第 2条 2 項のリストの改正権限（第 2



























国際文書の「相互評価制度（mechanism of peer review）」（評価制度共同行動第 1条 1項）が
確立した。このような相互評価制度に対して、「国内レベルで適用可能な法の諸規則（the 
rules of law）と倫理（ethics）」という観点から、各加盟国は実施状況の評価チームに協力す

























ている。最初のケースとなる、Advocaten voor de Wereld事件 88）は、欧州逮捕状枠組決定の
合法性を裏付ける重要な先例となった。さらに、2007 年には、先決裁定に「緊急手続」（EU
司法府規程第 23α条）が導入されたことは注目に値する 89）。
リスボン条約発効後、警察・刑事司法協力分野に対する EU運営条約第 258 条の下での欧州
委員会の権限は、過渡的措置として、5年間は、適用できないことになっていた（第 36 議定書
（リスボン条約版）第 10 条 1 項）。EU運営条約第 258 条は、欧州委員会が加盟国の義務違反
を EU司法府に訴える手続きを定めた条項である。しかし、5年間の後、この過渡的措置は失



















（Nordic Arrest Warrant）」制度が始動した 91）。また、中米統合システム（Sistema de la 
Integración Centroamericana; SICA）による「逮捕状及び略式犯罪人引渡に関する中米条約」92）、
カリブ共同体（Caribbean Community）による「CARICOM逮捕状条約」93）、メルコスール（Mercado 
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